
私立 横浜創英大学大学院 看護学研究科 神奈川県横浜市 学校法人
　看護学専攻（Ｍ） 6 　堀井学園

・実習科目や研究指導科目などの
授業科目が新たに追加・整理され
ているが、研究指導モデルについ
ては修正されておらず、例えば特
論科目と実習科目と「特別研究
Ⅰ」の配当年次が同じ１年次後期
となっているなど、授業科目の配
置と研究指導モデルが整合してい
るか不明瞭である。そのため、必
要に応じて開設時までに研究指導
モデルを見直し、入学する学生に
対して研究指導の流れを明確に説
明することができるようにするこ
と。

・教員の補充を必要とされた１授
業科目については、科目開講時ま
でに確実に専任教員を配置して教
員を充足すること。

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が比較的高いことから、定年
規程の趣旨を踏まえた適切な運用
に努めるとともに、教員組織編制
の将来構想について着実に実施す
ること。

・設置の趣旨・目的等が活かされ
るよう、設置計画を確実に履行す
ること。また、学術の理論及び応
用を教授研究するという大学院の
目的に照らし、開設時から充実し
た教育研究活動を行うことはもと
より、その水準を一層向上させる
よう努めること。

１　大学院を設置するもの　　２校

留 意 事 項

平成２８年度開設予定大学院等一覧

入 学
定 員

平成２７年８月

区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)
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留 意 事 項
入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

私立 岐阜医療科学大学大学院 保健医療学研究科 岐阜県関市 学校法人
　保健医療学専攻（Ｍ） 9 　神野学園

・完成年度における法人全体の基
本金組入前当年度収支差額がマイ
ナスとなっていることから、収支
の均衡を前提とした中長期的な財
政計画の策定・実行など、経営基
盤の安定確保に取り組むこと。

・「保健医療学」を「人間の健康
の維持、増進を図るための知識や
技術」などと説明しているが、学
部の名称に用いられている「保健
科学」との違いを明確にしつつ、
本学において「保健医療学」をど
のように位置付けているか、十分
な説明に努めること。その上で、
「医療連携」を除く「在宅」、
「高齢者」及び「母子」の３分野
が通常は看護学の分野として用い
られることが多いことを踏まえ
て、保健医療学の分野として当該
４分野を設定することについて改
めて説明し、必要に応じて教育課
程を見直すこと。

・設置の趣旨・目的等が活かされ
るよう、設置計画を確実に履行す
ること。また、学術の理論及び応
用を教授研究するという大学院の
目的に照らし、開設時から充実し
た教育研究活動を行うことはもと
より、その水準を一層向上させる
よう努めること。
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留 意 事 項
入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

（岐阜医療科学大学大学院）
・既設校の今後の定員充足の在り
方について検討し、定員未充足の
改善に取り組むこと。
（中日本自動車短期大学　モー
タースポーツエンジニアリング学
科）

計 ２　校 　２研究科　　２専攻（Ｍ） 15
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公立 島根県立大学大学院 看護学研究科 島根県出雲市 公立大学法人 ・特になし。
　看護学専攻（Ｍ） 5 　島根県立大学

〃 県立広島大学大学院 経営管理研究科 広島県広島市 公立大学法人
　ビジネス・リーダーシップ専攻（Ｐ） 25 　県立広島大学

平成２８年４月名称変更予定
　総合学術研究科
　　経営情報学専攻
　　→情報マネジメント専攻

(人)

入 学
定 員

２　研究科を設置するもの　９校

区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

学校教育法第９９条第２項に規定する専門職大学院
の設置・設置の趣旨・目的等が活かされるよう、

設置計画を確実に履行すること。また、学
術の理論及び応用を教授研究するという大
学院の目的、更に理論と実務を架橋して高
度専門職業人の養成に特化した教育を実施
するという専門職大学院の目的に照らし、
開設時から充実した教育研究活動を行うこ
とはもとより、その水準を一層向上させる
よう努めること。

・３つの教育プログラムと２つの系（専門
分野）が設定されている一方で、「系を越
えて複合的に科目選択できる」とし科目選
択の自由度が高くなっているが、全ての学
生が人材養成の目的に応じて適切な科目を
履修しディプロマ・ポリシーを達成できる
ように、学生への履修指導を徹底するよう
留意すること。

・「ビジネス・リーダーシップⅠ」「ビジ
ネス・リーダーシップⅡ」は兼任教員が担
当しているが、それぞれ基礎科目、応用科
目区分において唯一の必修科目であり、
ディプロマ・ポリシーを達成するために必
要な科目であると考えられる。「開設後、
速やかに専任教員を補充する」と記載され
ていることを確実に履行するため、完成年
度までに専任教員を配置すること。

・人材ニーズに関するアンケートの分析
等、学生確保のための取組を適切に行い、
長期的に安定した学生確保に努めること。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

私立 札幌国際大学大学院 スポーツ健康指導研究科 北海道札幌市 学校法人
　スポーツ健康指導専攻（Ｍ） 5 　札幌国際大学

・完成年度における法人全体の基本金組入
前当年度収支差額がマイナスとなっている
ことから、収支の均衡を前提とした中長期
的な財政計画の策定・実行など、経営基盤
の安定確保に取り組むこと。

・既設校の今後の定員充足の在り方につい
て検討し、定員未充足の改善に取り組むこ
と。
（札幌国際大学　人文学部現代文化学科
観光学部観光ビジネス学科、国際観光学科
スポーツ人間学部スポーツビジネス学科)

・「保健体育科教育特論」の授業内容につ
いて、体育の内容の比重が大きく、保健の
内容が極端に少なくなってしまっており、
また、「『授業とは、なぜに授業なのか』
を探求しながら」との授業科目の概要の記
載は、具体的でなく授業科目の概要が不明
確であるため、適切な内容に改めること。
その上で、当該内容を教育するに当たり適
切な教員を配置すること。その際、一人の
教員による担当ではなく、体育と保健それ
ぞれを異なる教員がオムニバスで担当する
など、より適切な教員配置を検討するこ
と。

・教員の補充を必要とされた１授業科目に
ついては、科目開講時までに確実に専任教
員を配置して教員を充足すること。

・完成年度前に、定年規程に定める退職年
齢を超える専任教員数の割合が比較的高い
ことから、定年規程の趣旨を踏まえた適切
な運用に努めるとともに、教員組織編制の
将来構想について検討すること。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

私立 淑徳大学大学院 看護学研究科 千葉県千葉市 学校法人
　看護学専攻（Ｍ） 5 　大乗淑徳学園

・養成する人材及び到達目標と履修モデル
の関連性について、以下のとおり不明確な
点があるため適切に改めること。

(２)養成する人材の看護管理者について、
履修モデルにおいては「医療機関における
看護管理者」と「地域マネジメントにおけ
る看護管理者」の２つに分かれているが、
養成する人材と到達目標において特に区別
はされていないことから、履修推奨科目と
の関連性も含めて明確になるよう養成する
人材と到達目標について大学として考え方
を整理し、学生に混乱を与えないようにす
ること。

(３)履修モデルにおいて、「研究者・教育
者」及び「指導的看護職者」についてはそ
れぞれ専門とする領域が選択できるようで
ある一方、「看護管理者」については医療
機関と地域マネジメントというコース分け
がされているように見えるが、これらにつ
いて特に説明がなく、学生にとって分かり
づらい履修モデルとなっていると思われる
ため、十分な理解が得られるよう学生に対
して丁寧な履修指導を行うこと。

(１)養成する人材の指導的看護職者につい
て、勤務経験を積んだ人及び勤務経験のな
い人のどちらの入学も可能としているが、
具体的にどのような人を受け入れるのかに
ついて不明確である。また、人材育成に貢
献できることを到達目標としているにもか
かわらず、「看護教育学特論」が履修モデ
ルにおいて履修推奨とされていないことか
ら、受け入れを想定している人材を明確に
した上で、必要に応じて入学基準や履修モ
デル等を見直すこと。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

（淑徳大学大学院）

・完成年度における法人全体の基本金組入
前当年度収支差額がマイナスとなっている
ことから、収支の均衡を前提とした中長期
的な財政計画の策定・実行など、経営基盤
の安定確保に取り組むこと。

私立 法政大学大学院 スポーツ健康学研究科 東京都町田市 学校法人
　スポーツ健康学専攻（Ｍ） 10 　法政大学 ・既設校の今後の定員充足の在り方につい

て検討し、定員未充足の改善に取り組むこ
と。
（法政大学　法学部(通信教育部)  文学部
(通信教育部）  経済学部(通信教育部)）

・「病理病態学特論」及び「臨床病態学演
習」を履修することにより、どのような養
成する人材につながるのか不明確であるた
め、具体的な説明ができるようにするこ
と。その上で、「病理病態学特論」及び
「臨床病態学演習」のシラバスについて修
正をしているが、学部における病態学の授
業内容からどのように発展した授業内容と
なっているか不明瞭であるため、授業内容
が学生に理解できるように見直すととも
に、到達目標が達成可能であることが分か
るよう学習内容の概要等を適切に改めるこ
と。

・完成年度前に、定年規程に定める退職年
齢を超える専任教員数の割合が比較的高い
ことから、定年規程の趣旨を踏まえた適切
な運用に努めるとともに、教員組織編制の
将来構想について検討すること。

7 / 23



(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

私立 金沢工業大学大学院 イノベーションマネジメント研究科 東京都港区 学校法人 工学研究科
　イノベーションマネジメント専攻（Ｍ） 40 　金沢工業大学 　知的創造システム専攻（Ｍ）（廃止） (△ 40)

※平成２８年４月学生募集停止
　ビジネスアーキテクト専攻（Ｍ） (△ 20)

〔定員減〕

・本専攻の修了要件は、「修士論文又は特
定の課題についての研究の成果の審査及び
試験に合格すること。」と定めており、特
定の課題は「プロジェクトレポート」であ
ると説明している。また、本学が実施する
「ポートフォリオ・インテリジェンス」と
呼ばれる教育の説明では、「ポートフォリ
オ・インテリジェンスは、ファイリングさ
れ本専攻の『修士論文』となります」と説
明しており、そのファイルの構成要素に
「研究論文」が含まれるとされている。こ
うした説明のなかで、修士論文、ポート
フォリオ・インテリジェンス、研究論文、
プロジェクトレポートの関係が不明瞭で、
本専攻の修了要件が分かりにくい。このた
め、学生に対して論文等に係る修了要件を
分かりやすく説明するよう留意すること。

・開設科目の英語名称には、初歩的な英語
の誤りがある科目が散見されるので、全て
の英語名称について再度確認して必要に応
じて適切に修正すること。例えば、
「Basic of～」とする英語表記が散見され
るが、「○○の基礎」という意味でこの単
語を使う場合には複数形にして「Basics
of ～」とするのが正しい英語表記であ
る。

・教員の補充を必要とされた２授業科目に
ついては、科目開講時までに確実に専任教
員を配置して教員を充足すること。

・説明された学位論文等の審査基準では、
論文の「内容水準の基準」と「様式の基
準」が混在し、それらが順不同で羅列され
ているように見受けられる。「内容水準の
基準」と「様式の基準」を分けて記載し、
学生に分かりやすく示すこと。
　また、本専攻では「その知識や技術をど
のように理解し、何を修得したのか、その
プロセスを重視し、本専攻が掲げる教育目
標に対する単位の実質的評価を行う」と説
明しているが、この学位論文等の審査基準
がそのこととどう整合するのか不明瞭であ
る。このため、学位論文等の審査基準につ
いて再度確認し、必要に応じて修正するこ
と。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

（金沢工業大学大学院）

私立 京都橘大学大学院 健康科学研究科 京都府京都市 学校法人
　健康科学専攻（Ｍ） 12 　京都橘学園

〃 摂南大学大学院 看護学研究科 大阪府枚方市 学校法人 ・特になし。
　看護学専攻（Ｍ） 6 　常翔学園

〃 徳島文理大学大学院 総合政策学研究科 徳島県徳島市 学校法人 総合政策研究科（廃止）
　総合政策学専攻（Ｍ） 5 　村崎学園 　地域公共政策専攻（Ｐ） (△ 10)

※平成２８年４月学生募集停止

・既設校の今後の定員充足の在り方につい
て検討し、定員未充足の改善に取り組むこ
と。
（京都橘大学　健康科学部心理学科通信教
育課程）

・本研究科の設置の趣旨において、「公共
政策」と「企業政策」の両者を学ぶことで
その目的を達成できることを説明してい
る。しかしながら、教育課程の履修方法は
必ずしも両分野の区分から科目を履修しな
くても修了可能となっている。そのため、
本研究科の目的を達成できるよう両分野か
ら履修する仕組みを構築するとともに履修
指導を充実させること。

・完成年度に、定年規程に定める退職年齢
を超える専任教員数の割合が比較的高いこ
とから、定年規程の趣旨を踏まえた適切な
運用に努めるとともに、教員組織編制の将
来構想について着実に実施すること。

・専門科目区分は「専門科目の基礎となる
学問分野の全体を見通したもの」と説明さ
れているが、それに区分されている「民商
法政策論Ⅰ・Ⅱ」については当該分野の全
体を見通すものとなっていないため、単一
の課題を設定するのではなく、民商法政策
に関する複数の課題を設定するなど、科目
の内容を改めること。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

（徳島文理大学大学院）

・いわゆるストレートマスターと社会人学
生のそれぞれに適用する履修科目は同一の
ものであると説明しているが、入学前の経
歴や背景、入学の動機等が大きく異なるも
のと思われることから、そのような差異に
配慮した履修指導や研究指導を行うこと。
なお、いわゆるストレートマスターに対し
ては、社会人入学者に比べて社会経験に乏
しいことに配慮するため、主専攻・副専攻
制度を導入するなど、複眼的視野を得やす
い教育体制を検討すること。

・「民商法政策論演習Ⅰ・Ⅱ」は、論文作
成のための授業であるにもかかわらず、論
文作成に関する内容は最後の授業に教授す
るのみであり、修士論文の作成に必要な文
献研究、課題分析等が十分に行われるのか
懸念される。このため、学生に対して、論
文作成に必要な知識・技能を体系的に学修
できる授業内容に改めること。

・「政策実現プロセス論」の授業内容は、
主に国政レベルの政策実現に関する事項を
取り扱うものとなっているが、地域におけ
る政策実現や課題解決に取り組む人材を養
成するという研究科の目的を踏まえれば、
国政レベルの事項だけではなく地域レベル
の事項についても相当程度取り扱う必要が
あると思われる。そのため、研究科設置の
目的や養成する人材像を踏まえ、授業科目
の内容を修正すること。
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(人)

入 学
定 員区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 留 意 事 項設 置 者 備 考

（徳島文理大学大学院）

・既設校の今後の定員充足の在り方につい
て検討し、定員未充足の改善に取り組むこ
と。
（徳島文理大学　人間生活学部メディアデ
ザイン学科、建築デザイン学科　音楽学部
音楽学科　薬学部薬学科　文学部日本文学
科、英語英米文化学科、文化財学科　理工
学部機械創造工学科、電子情報工学科、ナ
ノ物質工学科　徳島文理大学短期大学部
生活科学科　保育科　言語コミュニケー
ション学科　音楽科　商科）

認可申請に伴う，既設研究科等の入学定員の変更状況

計 ９校 　　９研究科　（Ｍ）　８専攻 88 　大　　学　　院 △ 70
　　　　　　　（Ｐ）　１専攻 25

（注) 「備考」欄の（　)書きの数字は，今回の認可申請に伴う，既設学部等の入学定員の変更状況を示す。

・完成年度前に、定年規程に定める退職年
齢を超える専任教員数の割合が比較的高い
ことから、定年規程の趣旨を踏まえた適切
な運用に努めるとともに、教員組織編制の
将来構想について着実に実施すること。
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公立 群馬県立県民健康科学大学大学院 看護学研究科 群馬県前橋市 群馬県

　看護学専攻（Ｄ） 2

診療放射線学研究科

　診療放射線学専攻（Ｄ） 2

・「看護政策管理学特論」、「看
護教育学特論」及び「実践看護学
特論」は、講義及び演習の併用に
よる授業科目としているが、講義
部分と演習部分との授業内容の関
連性や「学科目標」が授業内容に
どのように反映されているのか不
明確であるため、それらが分かる
ようにシラバスの内容を改めると
ともに、必要があれば授業内容を
見直すこと。（看護学研究科）

・博士課程において「国際性」を
育むのであれば、海外の研究者と
共同して研究活動を行う教員に同
行して当該教員の研究活動を観察
するなどの内容では、不十分であ
ると考える。このため、まずは本
学のいう「国際性」とは何かを明
確にした上で、必要があれば「看
護政策管理学特論」、「看護教育
学特論」及び「実践看護学特論」
の授業内容を見直すこと。（看護
学研究科）

・教員の補充を必要とされた３授
業科目については、科目開講時ま
でに教員を充足すること。うち、
専任教員の配置を必要とされた２
授業科目については、確実に専任
教員を配置すること。（看護学研
究科）

３　専攻設置又は課程を変更するもの　　１５校

区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

公立 兵庫県立大学大学院 地域資源マネジメント研究科 兵庫県豊岡市 公立大学法人
　地域資源マネジメント専攻（Ｄ） 2 　兵庫県立大学

私立 日本赤十字北海道看護大学大学院 看護学研究科 北海道北見市 学校法人
　共同看護学専攻（Ｄ） 2 　日本赤十字学園

・共同教育課程を編成・実施する
ことで、「５つの構成大学の教育
研究を『融合』させ、シナジー効
果を発揮させることができる」と
しているが、その内容が不明確で
あるため、各構成大学の強みとす
る専門分野（専門科目）を明確に
し、共同教育課程を編成する必要
性について社会一般に対して十分
な説明をすること。

・「看護学演習」について、シラ
バスでは、学生が各担当教員に相
談した上で関心のあるテーマに関
する演習を行う授業科目とされて
いるが、担当教員の決定方法や指
導体制など具体的な授業運営方法
が不明確であるため、学生に対し
てあらかじめ十分な説明をするこ
と。

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が比較的高いことから、定年
規程の趣旨を踏まえた適切な運用
に努めるとともに、教員組織編制
の将来構想について検討するこ
と。

・現段階では「地域資源マネジメ
ント学」への模索が開始された状
況であることから、相互比較の手
法や他分野との交流をより一層推
進することで研究実績における蓄
積を学術的レベルの向上にどのよ
うに生かすことができるかについ
て具体策を検討し、「地域資源マ
ネジメント学」の確立に向け、着
実に地域資源マネジメントの学術
的レベルが向上するよう取り組む
こと。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（日本赤十字北海道看護大学大学院）

私立 日本赤十字秋田看護大学大学院 看護学研究科 秋田県秋田市 学校法人
　共同看護学専攻（Ｄ） 2 　日本赤十字学園

・「看護学演習」について、シラ
バスでは、学生が各担当教員に相
談した上で関心のあるテーマに関
する演習を行う授業科目とされて
いるが、担当教員の決定方法や指
導体制など具体的な授業運営方法
が不明確であるため、学生に対し
てあらかじめ十分な説明をするこ
と。

・テレビ会議システムを活用して
遠隔授業を実施するに際しては、
システム上の問題が生じないよう
万全を期すことはもとより、支障
事例をあらかじめ想定して速やか
に対処できる体制を構築しておく
ことが、面接による授業形態と同
等の質を確保する上で重要であ
る。今後、テレビ会議システムを
活用した授業の適切な管理につい
て十分な検討をし、面接による授
業との同等性の確保に向けて最大
限の努力をすること。併せて、テ
レビ会議システムを活用すること
に伴い、学生に対するICTリテラ
シーについて教育することが望ま
しい。

・共同教育課程を編成・実施する
ことで、「５つの構成大学の教育
研究を『融合』させ、シナジー効
果を発揮させることができる」と
しているが、その内容が不明確で
あるため、各構成大学の強みとす
る専門分野（専門科目）を明確に
し、共同教育課程を編成する必要
性について社会一般に対して十分
な説明をすること。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（日本赤十字秋田看護大学大学院）

私立 十文字学園女子大学大学院 人間生活学研究科 埼玉県新座市 学校法人
　食物栄養学専攻（Ｄ） 2 　十文字学園

〃 明治学院大学大学院 心理学研究科 東京都港区 学校法人 心理学研究科
　教育発達学専攻（Ｍ） 10 　明治学院 　心理学専攻（Ｍ）〔定員減〕 (△ 10)・「教育発達学研究法特論」につ

いて、１回で行う講義内容が多い
ことから、本当に実現可能かどう
かについて懸念がある。各回の講
義内容について改めて確認し、必
要があれば適切に改めること。

・テレビ会議システムを活用して
遠隔授業を実施するに際しては、
システム上の問題が生じないよう
万全を期すことはもとより、支障
事例をあらかじめ想定して速やか
に対処できる体制を構築しておく
ことが、面接による授業形態と同
等の質を確保する上で重要であ
る。今後、テレビ会議システムを
活用した授業の適切な管理につい
て十分な検討をし、面接による授
業との同等性の確保に向けて最大
限の努力をすること。併せて、テ
レビ会議システムを活用すること
に伴い、学生に対するICTリテラ
シーについて教育することが望ま
しい。

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が高いことから、定年規程の
趣旨を踏まえた適切な運用に努め
るとともに、教員組織編制の将来
構想を策定し、着実に実行するこ
と。

・人間生活学部健康栄養学科の入
学定員超過の是正に努めること。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

私立 立正大学大学院 社会福祉学研究科 埼玉県熊谷市 学校法人 社会福祉学研究科
　教育福祉学専攻（Ｍ） 4 　立正大学学園 　社会福祉学専攻（Ｍ）〔定員減〕 (△ 4)

・「教育研究［図画工作］」のシ
ラバスについて、授業計画が児童
の年齢や学年で形式的に割り振っ
ているのみで、各回の授業内容を
適切に示していないことから、具
体的な授業の内容を表すよう適切
に改めること。

・「福祉と教育、それぞれの専門
性を探求する」としているが、
「理論領域群」における「福祉領
域」及び「教育領域」は全て選択
になっており、全員が両領域の専
門性を修得できるか懸念される。
両領域の専門性を探求するために
基幹となる科目を「理論領域群」
において必修とすること。

・教員の補充を必要とされた４授
業科目については、科目開講時ま
でに確実に専任教員を配置して教
員を充足すること。

・ソーシャルワークの基礎的な知
識が十分でない「初学者」に対応
する基礎的な理論を修得できる科
目を開設すること。

・「ソーシャルワーク特論」の教
育内容は、本学が説明している
「子どもを中心的な対象とする福
祉現場と教育現場に必要とされる
社会福祉の実践・援助や方法とし
てのソーシャルワークの諸理論や
方法」に対応するには不十分であ
るため、教育現場におけるソー
シャルワークに関する科目となる
よう適切に改めること。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

私立 日本赤十字豊田看護大学大学院 看護学研究科 愛知県豊田市 学校法人
　共同看護学専攻（Ｄ） 2 　日本赤十字学園

・テレビ会議システムを活用して
遠隔授業を実施するに際しては、
システム上の問題が生じないよう
万全を期すことはもとより、支障
事例をあらかじめ想定して速やか
に対処できる体制を構築しておく
ことが、面接による授業形態と同
等の質を確保する上で重要であ
る。今後、テレビ会議システムを
活用した授業の適切な管理につい
て十分な検討をし、面接による授
業との同等性の確保に向けて最大
限の努力をすること。併せて、テ
レビ会議システムを活用すること
に伴い、学生に対するICTリテラ
シーについて教育することが望ま
しい。

・共同教育課程を編成・実施する
ことで、「５つの構成大学の教育
研究を『融合』させ、シナジー効
果を発揮させることができる」と
しているが、その内容が不明確で
あるため、各構成大学の強みとす
る専門分野（専門科目）を明確に
し、共同教育課程を編成する必要
性について社会一般に対して十分
な説明をすること。

・「看護学演習」について、シラ
バスでは、学生が各担当教員に相
談した上で関心のあるテーマに関
する演習を行う授業科目とされて
いるが、担当教員の決定方法や指
導体制など具体的な授業運営方法
が不明確であるため、学生に対し
てあらかじめ十分な説明をするこ
と。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

私立 関西大学大学院 人間健康研究科 大阪府堺市 学校法人
　人間健康専攻（Ｄ） 3 　関西大学

・「博士号を有する高度専門職業
人」養成の場合には、２年次にお
いて、課外活動として堺市におけ
る「課題解決プロジェクト型イン
ターンシップ」への参加を義務付
けているが、本インターンシップ
の結果が指導教員に伝えられ指導
方針にフィードバックされるな
ど、本インターンシップは本教育
課程において養成する人材や研究
指導、学位論文に直結する重要な
位置付けであると考えられること
から、課外活動ではなく、正課の
科目として設定すること。その上
で、インターンシップ先との連携
体制、事前・事後及びインターン
シップ中の指導計画、成績評価体
制及び単位認定方法等についても
詳細に計画し、着実に実施するこ
と。

・「人間健康特殊演習」につい
て、特に「人間健康特殊演習Ⅵ」
のシラバスを見ると、当該演習の
内容としては「博士論文予備審査
会に向けた準備の指導」や「公聴
会・口頭試問の準備」となってい
るなど、本演習の目的を「研究能
力を育成する」としている趣旨と
は異なり、博士論文審査の準備の
ための科目となっているように見
受けられ、そのため「人間健康特
殊演習」の目的と整合していない
ように思われる。また、博士論文
予備審査会に向けた準備や公聴
会・口頭試問の準備を行ったこと
に対して修了要件単位に含まれる
単位として単位認定することの妥
当性が不明であることから、「人
間健康特殊演習」の内容について
は検証を行い、必要に応じて適切
に改めること。また、学生への周
知に当たっては、誤解が生じるこ
とのないよう適切に説明するこ
と。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（関西大学大学院）

私立 摂南大学大学院 理工学研究科 大阪府寝屋川市 学校法人 ・特になし。
　生命科学専攻（Ｄ） 2 　常翔学園

〃 日本赤十字広島看護大学大学院 看護学研究科 広島県廿日市市 学校法人
　共同看護学専攻（Ｄ） 2 　日本赤十字学園

・共同教育課程を編成・実施する
ことで、「５つの構成大学の教育
研究を『融合』させ、シナジー効
果を発揮させることができる」と
しているが、その内容が不明確で
あるため、各構成大学の強みとす
る専門分野（専門科目）を明確に
し、共同教育課程を編成する必要
性について社会一般に対して十分
な説明をすること。

・「看護学演習」について、シラ
バスでは、学生が各担当教員に相
談した上で関心のあるテーマに関
する演習を行う授業科目とされて
いるが、担当教員の決定方法や指
導体制など具体的な授業運営方法
が不明確であるため、学生に対し
てあらかじめ十分な説明をするこ
と。

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が比較的高いことから、定年
規程の趣旨を踏まえた適切な運用
に努めるとともに、教員組織編制
の将来構想について着実に実施す
ること。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（日本赤十字広島看護大学大学院）

私立 広島文化学園大学大学院 教育学研究科 広島県広島市 学校法人
　子ども学専攻（Ｄ） 3 　広島文化学園

・テレビ会議システムを活用して
遠隔授業を実施するに際しては、
システム上の問題が生じないよう
万全を期すことはもとより、支障
事例をあらかじめ想定して速やか
に対処できる体制を構築しておく
ことが、面接による授業形態と同
等の質を確保する上で重要であ
る。今後、テレビ会議システムを
活用した授業の適切な管理につい
て十分な検討をし、面接による授
業との同等性の確保に向けて最大
限の努力をすること。併せて、テ
レビ会議システムを活用すること
に伴い、学生に対するICTリテラ
シーについて教育することが望ま
しい。

・子ども学実践領域の１つに「言
葉」を加えて、「子ども表現実践
学講究Ⅳ（言葉）」を追加した意
義を踏まえると、現在の「子ども
実践学講究Ⅳ（言葉）」の授業科
目の概要及びシラバスは、「子ど
も学」からかけ離れているように
思えるため、「子ども学」の視点
からの内容になるよう、授業科目
の概要とシラバスを適切に修正す
ること。

・「子ども学理論領域：教育学理
論（教育学、教科教育学）」につ
いて、社会科教育に加え、新たに
算数、理科の内容の「子ども学理
論講究Ⅲ（教科教育学）」の科目
を追加しているが、教科教育とし
ての分野を増やすのであれば、算
数や理科以外の教科教育も加える
必要があるように思える。社会科
教育のみに限定していたこと自体
が問題ではなく、教科教育学の学
びとして更に充実させるため、本
学が真に必要と考える「子ども学
理論領域：教育学理論（教育学、
教科教育学）」について再度検討
し、適切に修正すること。

20 / 23



区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（広島文化学園大学大学院）

私立 徳島文理大学大学院 看護学研究科 徳島県徳島市 学校法人
　看護学専攻（Ｄ） 3 　村崎学園

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が高いことから、定年規程の
趣旨を踏まえた適切な運用に努め
るとともに、教員組織編制の将来
構想について着実に実施するこ
と。

・論文審査のスケジュールを修正
しているものの、スケジュール全
体についてなお不明瞭な点があ
る。特に、学術雑誌の掲載もしく
は掲載受理の承認を審査の前提と
しているが、それらを行うために
は一定の時間を要することから、
それらの進捗管理が厳格に行われ
ないと最終的な学位授与判定の時
期に影響を及ぼすおそれがある。
そのため、適切な時期に学位授与
判定が行われることが担保できる
よう、必要に応じて論文審査スケ
ジュールを再度見直すこと。

・定年を超えて採用する専任教員
６名のうち３名は完成年度を目途
に、残りの３名は完成年度から１
～２年後を目途に退職する計画で
あるが、教育研究の継続性の観点
から、現在計画している後任の採
用計画については確実に実行する
こと。またその際、高齢に偏らな
いよう、適切な年齢構成となるよ
う留意すること。

・学位の英語名称については、
「Ph.D. in Child Studies」とし
ている理由について説明を求めた
ところ、理由の説明もなく
「Doctor in Child Studies」に修
正しているが、本専攻の目的や養
成する人材像を踏まえて、再度検
討すること。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（徳島文理大学大学院）

私立 産業医科大学大学院 医学研究科 福岡県北九州市 学校法人 ・特になし。
　産業衛生学専攻（Ｄ） 5 　産業医科大学

〃 日本赤十字九州国際看護大学大学院 看護学研究科 福岡県宗像市 学校法人
　共同看護学専攻（Ｄ） 2 　日本赤十字学園

・共同教育課程を編成・実施する
ことで、「５つの構成大学の教育
研究を『融合』させ、シナジー効
果を発揮させることができる」と
しているが、その内容が不明確で
あるため、各構成大学の強みとす
る専門分野（専門科目）を明確に
し、共同教育課程を編成する必要
性について社会一般に対して十分
な説明をすること。

・「看護学演習」について、シラ
バスでは、学生が各担当教員に相
談した上で関心のあるテーマに関
する演習を行う授業科目とされて
いるが、担当教員の決定方法や指
導体制など具体的な授業運営方法
が不明確であるため、学生に対し
てあらかじめ十分な説明をするこ
と。

・完成年度前に、定年規程に定め
る退職年齢を超える専任教員数の
割合が高いことから、定年規程の
趣旨を踏まえた適切な運用に努め
るとともに、教員組織編制の将来
構想を策定し、着実に実行するこ
と。
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区分 大 学 名 研究科・専攻名 位 置 設 置 者 備 考

(人)

入 学
定 員 留 意 事 項

（日本赤十字九州国際看護大学大学院）

認可申請に伴う，既設研究科等の入学定員の変更状況

計 １５　校 　１６研究科（Ｍ）　　２専攻 14 　大　学　院 △ 14
　　　　　　（Ｄ）　１４専攻 34

（注) 「備考」欄の（　)書きの数字は，今回の認可申請に伴う，既設学部等の入学定員の変更状況を示す。

・テレビ会議システムを活用して
遠隔授業を実施するに際しては、
システム上の問題が生じないよう
万全を期すことはもとより、支障
事例をあらかじめ想定して速やか
に対処できる体制を構築しておく
ことが、面接による授業形態と同
等の質を確保する上で重要であ
る。今後、テレビ会議システムを
活用した授業の適切な管理につい
て十分な検討をし、面接による授
業との同等性の確保に向けて最大
限の努力をすること。併せて、テ
レビ会議システムを活用すること
に伴い、学生に対するICTリテラ
シーについて教育することが望ま
しい。
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